
第５回

湖西市総合計画審議会

令和7年9月30日 湖西市総合計画審議会
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今回の審議会の進め方
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進め方について

前回の審議会を振り返って

① 土地政策をはじめ、第１～３回の審議会の意見が反映されていない

② 各事業の課題は認識できたが、具体的に何を行うかイメージができない

③ 数値目標が前向きに見えない

④ 事務局からの説明では伝わらない、回答も深まらない

審議会の進め方

各事業を設定した背景、理由、各委員からの意見に対する回答を

担当部長から説明（各施策単位）
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タイムスケジュール

9月25日

9:30 審議会の進め方、人口推計について

10:00 企画部（DX推進、行政経営）
10:30 産業部（工業・商業、農業・漁業、産業人材の確保、観光振興、文化）
11:30 閉会

9月30日

15:30 審議会の進め方、人口推計について ※9/25と同じ内容

16:00 市民安全部（防災・減災、交通安全・防犯、共生社会）
16:45 都市整備部（土地政策、都市インフラ、公共交通）

17:45 閉会

10月14日
14:00 環境部（循環型社会、環境）

14:30 健康福祉部＆湖西病院（医療、健康、高齢者福祉、障害者福祉・地域福祉）
15:30 ～ 休憩 ～
15:45 こども未来部（子育て）
16:15 教育委員会（学校教育、生涯学習・スポーツ振興）
17:15 閉会
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配布資料

第Ⅱ期実践計画別冊シート（各個別事業を記載したシート）
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大分類 小分類 重点施策 KGI（成果指標） KGI（基準値） KGI（目標値）

現時点で考えられる
具体的な事業内容
（KPI設定を含む）

KPI（取り組み指標） KPI（基準値） KPI（目標値） 委員からの意見 意見を踏まえた対応
基本事業
（重点事業でない事業）
掲載

基本事業
（重点事業でない事業）
具体例示

1 防災訓練の実施回数 3回 3回以上 *** ***

避難所運営訓練を実施した避難所
の割合

20% 100% *** ***

2
災害時における医療救護体制の
強化

サポートナース登録者数 22名 30名

・災害医療救護体制検討会　（年３回ほか専門部
会）の開催
・サポートナース研修会の開催
・急性期・亜急性期の体制整備（マニュアル整備、
保健医療福祉調整本部の体制整備ほか）

研修会の実施、防災訓練の実施 1回
累計4回
以上

災害時の対応について、サポートナース登録者数
や訓練の重要性に言及し、情報収集能力の向上
が求められると感じている。小規模な避難所など
での対応が必要な場合の計画が十分でないと感
じ、情報収集を改善し、計画に反映させるべきだと
感じた。

避難所支援は亜急性期以降の対応となるため、
今後、体制整備の中で支援の仕組みを構築して
いく予定である。

3 交通事故防止キャンペーン 4回 4回以上 *** ***

交通指導隊街頭指導回数 2925回 3000回 *** ***

4 青色防犯パトロール 犯罪認知件数 220件 200件 ・青色防犯パトロール 青色防犯パトロール件数 97回 100回 *** ***

5
地縁による団体のまちづくり活動の
支援

解決ができていない地域課題の割
合（自治会アンケート回答より）

100% 80%
・課題アンケート
・関係機関と連携した課題解決につなげる講座開
催や情報提供

セミナー開催を含むビジョン作成や
共有について周知する自治会数

0自治会
累計164
自治会

外国人の自治会参加を促す取り組みは？

・転入者へ自治会連合会作成の加入案内チラシを
配付している。また、自治会等会議への通訳者派
遣や自治会が作成するお知らせの翻訳も行ってい
ます。

6
市民による活力あるまちづくり活動
の支援

市民活動補助金利用1年後に事業
継続している割合（事業継続団体
数/市民活動補助金利用団体数）

－ 50%

・市民活動補助金利用団体の将来を見据えた事
業計画作成支援
・市民活動補助事業実施後の振り返りと将来設計
支援

応募時の事前相談、及び事業実施
後の振り返りの実施回数

2回 2回以上 *** ***

7
働く場におけるジェンダー平等の実
現

職場において男女の地位が平等と
思う人の割合

26.10% 36%
・「えるぼし認定」、「くるみん認定」の取得に向け
た両立支援

事業所向けの情報提供回数 5回 10回
湖西市に住んでいる人で、他の市で働いている人
は？

重点施策では事業所向けの情報提供となってい
るが、男性の家事・育児・介護参画等ジェンダー平
等実現のための施策は全市民向けに行っていき
ます。

8
外国人市民への日本語教育の推
進

受講したこども及び保護者の評価
（アン
ケート回答「とても良い」「良い」の
合計）
80%以上

－ 80%
・小中学校へ編入学する外国人児童生徒の基礎
的な日本語の習得と学校生活への円滑な適応を
支援（初期支援）を行う。。

初期日本語支援受講可能期間 15日間 60日間
外国人の日本語教育の充実。
多文化共生センターの実現を入れては？

・外国人の日本語教育の充実については、こども・
若者、大人それぞれの世代に必要な日本語力習
得の支援を目標として、今年度策定中の日本語教
育推進方針に位置づけ、事業を実施していきま
す。
・多文化共生センターについて、単独での施設整
備は現時点では現実的ではありません。しかし、
多文化共生・国際交流推進業務、及び日本語教
室の実施場所の確保は重要であり、そのことにつ
いて次期多文化共生推進プランにも位置付けたい
と考えております。
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・民間宅地開発事業者への奨励金
・民間宅地開発事業者へ土地を提供した者への
奨励金
・賃貸物件供給者への奨励金

市街化区域内の未利用地の解消

市街化区域内の住宅建築棟数

126ヘク
タール

●●戸

124ヘク
タール

●●戸

・公式ＷＥＢサイト、ＬＩＮＥの拡充
・金融機関、不動産業者、ハウスメーカーへの訪
問
・出前講座や説明会などの啓発活動の実施
・優良田園住宅制度活用や地区計画手続きの伴
走支援

市街化調整区域内で住宅を建てる
方法のＰＲ訪問（金融機関、不動
産業者、ハウスメーカー等）

― 50者/年

・空家等対策補助金制度の設立
・空き家相談会、セミナー等の開催
・空き家バンクの利用促進
・空き家等対策協議会の開催
・個別相談を受ける窓口環境の拡充
・専門業者の紹介環境の拡充

所有者等からの空き家相談件数 30件/年 50件/年

・防災訓練
・地区防災計画の作成推進
・感震ブレーカーの普及促進

・防災・危機管理体制の整備
・災害危険箇所の整備
・防災意識の啓発と防災行動力の向上
・災害対応力向上
・津波防災地域づくり推進計画の推進

・耐震化推進事業
・減災化推進事業
・地籍調査の推進
・立地適正化計画の改定（防災指針の追加）
・事前復興都市計画の策定

・治山・治水対策の推進

・自主防災倉庫の更新
・津波避難施設等整備
・源太山地区急傾斜地崩壊対策事業
・出前講座の実施
・危機管理人材育成のための研修参加
・津波避難路整備

・木造住宅耐震改修助成事業、木造住宅除却支
援事業、ブロック塀等撤去助成事業
・耐震シェルター整備助成事業、防災ベッド整備助
成事業
・被災後の迅速な復旧・復興を可能とするため土
地境界の測量、確定
・居住や都市機能の誘導を図る上で、災害リスク
に対しどのように安全を確保するかを示す指針を
策定
・事前に被害の状況や規模を想定した上で、復興
に向けての都市づくりの基本方針や計画策定のプ
ロセス等の検討を実施
・境田川改修事業、大沢川改修事業

・「ひなんさんぽ」の継続実施
・福祉避難所の設置・運営方法の見直し

交通安全・
防犯

交通安全運動の実施 交通事故件数 224件 200件
・交通安全運動（春・夏・秋・年末）
・交通指導隊活動の支援

・交通安全意識の高揚
・道路・交通安全設備の整備
・防犯意識の啓発と防犯体制の整備

防災・減災

地域の防災力向上
災害への備えができていると回答
した市民の割合（市民意識調査）

66.50% 80%

・交通事故ゼロの日広報
・防犯灯整備
・犯罪被害者等支援

共生社会

・自治会活動への支援
・市民活動の推進
・男女共同参画の推進
・多文化共生のまちづくり

・自治会活動助成事業
・自治会連合会活動助成事業
・公会堂等建設費補助事業
・市民活動相談
・市民活動講座
・市民活動補助事業
・市民向け講座、イベントの開催
・男女共同参画に資する職員研修
・パープルリボン運動（女性に対する暴力をなくす
運動）
・男女共同参画審議会の開催
・よりそい相談室事業
・多文化共生・国際交流の推進
・外国人総合窓口設置と多言語広報
・日本語講座の開催、通訳派遣事業
・多文化共生社会推進協議会開催
・日本語教育推進会議開催

土地政策
多極連携型まちづくりによる都市拠
点、地域拠点及び生活（集落）拠
点での住宅建設支援

市街化区域内及び市街化調整区
域のうち大規模既存集落内の人口

47,422人
（市街化：
36,889
人、大規
模集落：
10,533
人）

47,422人
以上
（市街化：
36,889
人、大規
模集落：
10,533
人）

市街化調整区域に対する目標が設定されていな
い。
土地施策・空家に対するKPI（KGI）を増やしては？
空家に対する法整備と取壊し着手。
調整区域の活用方法のPRなども事業に入れて
は？

・土地政策、空家対策に対する事業及びＫＰＩの設
定
・市街化調整区域の活用方法のＰＲについて、事
業及びＫＰＩの設定

*** ***

地域づくり

➢ 分野ごとの重点施策、KGIのほか、本文の背景にとして想定している具体的な事業を記載。

➢ 前回までの審議会でご意見に対する対応を記載。



配布資料

第Ⅱ期実践計画本文
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➢ 本文については、最終的には添付イメージの

ように体裁を整えて掲載予定。

イメージ



総合計画について
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市の長期的な展望を示し、目的と手段を明確にしたもので、総合的・計画的な行政運営を図る。

「最も上位に位置する計画」

個別具体的な施策は“個別計画”に記載

第６次湖西市総合計画
（まち・ひと・しごと創生総合戦略としての役割を含む）

地域防災
計画

健康
こさい21

中期財政
計画

立地適正
化計画

都市計画
マスタープ
ラン

環境基本
計画

教育振興
基本計画

総合計画の位置づけ

個別
計画

など
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令和3年度から13年間（5年・4年・4年）※市長の任期に合わせて

計画の構成（２層構造）と計画期間

戦略・
施策

ビジョン

Ⅰ期テーマ・・・働くまちから働いて暮らすまち「職住近接」（影山市長）
Ⅱ期テーマ・・・魅力ある湖西市をこどもたちへ～次世代につなぐチャレンジ～（田内市長）
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⑴ 基本構想（2021年度～2033年度 13年間）

市の最も基本となる構想。2040年の理想の姿を明確にし、
その実現に向けた考え方や理念を示す。※議会の議決が必要

⑵ 実践計画（5年間、4年間、4年間）

基本構想の実現に向けて、必要な施策を体系化し、方向性を
示した具体的な計画を示す。

第６次総合計画の構成

今回の策定方針

⑴ 基本構想・・・人口推計と土地利用構想（都市計画マスタープランに基づく）を時点修正のみ。

⑵ 実践計画・・・①テーマ目標を達成するための 重点施策と数値目標を設定 する。

②①以外の総合計画に掲載すべき 基本事業を設定 する。
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主な事業について

第Ⅱ期実践計画の中から主な事業を選出して計画に記載

11

主な事業については、今後の審議会にて審議予定

現在の総合計画に
記載された重点事業
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もが活躍で
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稼ぐ力に満
ち、安心し
て働ける
まち

新たなつな
がりを築き、
新しい人の
ながれがあ
るまち

行政経営

1 防災・減災
2 交通安全・防犯
3 共生社会
4 土地政策

5 工業・商業
6 農業・漁業
7 産業人材の確保
8 観光振興

13 医療
14 健康
15 高齢者福祉
16 障害者福祉、地域福祉

9 子育て
10 学校教育
11 生涯学習・スポーツ
12 文化・芸術

17 消防・救急
18 循環型社会
19 都市インフラ
20 公共交通
21 環境
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D
X

推
進

23

行
政
経
営

大分類

基本構想

施策の小分類
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◆
暮
ら
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や
す
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の
向
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◆
元
気
な
ま
ち
の
実
現

目標

地域づくり

産業経済

育み・学び

健康福祉

くらし環境

魅
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る

湖
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を
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ち
へ

～
次
世
代
に
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な
ぐ
チ
ャ
レ
ン
ジ
～

第Ⅱ期実践計画



事業の種類 説明
今後の
予算配分
優先度

①重点課題
（重点事業）

第Ⅱ期のテーマ目標（暮らしやすさの向上 or
元気なまちの実現）を実現するための事業

※数値目標を設定
◎

②基本事業

①以外の事業で、各部局が作成している個別計
画に掲載され継続して実施する必要がある事業な
ど、市の最上位計画である総合計画へ載せておくべ
きこと

※大まかな取り組み、方向性のみ掲載

○

重点課題と基本事業

13



【参考】
第６次総合計画のビジョン
…2040年までに人口減少・少子高齢化に対応又は克服

第Ⅱ期実践計画のテーマ目標（２つ）
…『暮らしやすさの向上』 と 『元気なまちの実現』

重点事業の設定方法

・重点事業を設定
・KGIとKPIを設定

重点課題を解決するため

現状を把握
・行政課題
・ニーズ
・分析

重点課題の
設定

テーマ目標を達成するため、
特に注力すべき課題を設定分類ごと各部局で
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KGI実現のため市（各部局）が

重点的に取り組むべきこと

（アウトプット指標）

市の取り組み結果により、市民
や企業などがどう行動変容する
か

（アウトカム指標）

重点課題
の解決

KGI①

KPI①

KGI②

KPI②

KGI③

KPI③

成果指標（KGI）,取り組み目標（KPI）の設定

KGI…成果指標（目標達成指標）
KPI…取り組み指標（業務評価指標）

各KGIの達成が
重点課題の解決につながる

戦略の
ツリー
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人口推計について
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人口推計（2025年最新版）

コーホート変化率法を用いた最新の人口推計では、昨年度推計や社人研推計よりも

悪いペースで進行していくことが予想されている。

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

社人研推計（R2国勢調査） 57,885 55,968 53,583 51,102 48,487

住基人口推計（2024.3末時点） 59,560 57,341 54,834 51,946 48,902

住基人口推計（2025.3末時点） 59,560 56,971 54,192 51,095 47,727

46,000

48,000

50,000

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000
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人口推計（2025年最新版）
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2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

推計人口 59,560 56,971 54,192 51,095 47,727

0～14歳 7,211 5,924 4,733 4,062 3,739

15～64歳 35,965 34,460 32,869 30,336 26,893

65歳以上 16,384 16,587 16,590 16,697 17,095

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

推計人口 0～14歳 15～64歳 65歳以上



国の方針（地方創生2.0）

出典：
令和7年6月19日
内閣府資料
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第Ⅱ期実践計画における湖西市の人口推計の考え方

◆最新のデータを踏まえた人口推計を検討した結果、想定を上回るペースで人口減少が

進むことが判明した。

◆国が令和7年に新たに示した「地方創生2.0基本構想」では、これまでの人口減少を押し

とどめる方針 から 当面の人口減少が続くことを正面から受け止め、適応策を講じる

ことが示されている。

最新の住基人口推計（2025年3月末時点）を踏まえ、

この推移を上回るために第Ⅱ期実践計画を策定
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